平成27年度第１回　大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会　議事概要
日　時：平成27年６月12日（金）午前１０時から正午まで
場　所：大阪府庁新別館北館１階　会議室兼防災活動スペース２
委員者：大谷部会長、姜委員、辻委員、羽室委員、森委員、米本委員
事務局：地域生活支援課　赤井課長
地域生活推進G　有山総括補佐、谷岡総括主査、山元総括主査、田中技師、平野主事
障がい者自立相談支援センター　森田課長、香西総括主査
概要

１．議題１「ケアマネジメント推進部会における検討事項について」
　　議題２「障がい児者の相談支援に関する実施状況調査結果について」

　　議題３「報告書の方向性と進め方について」

(1)　議題１について説明
(2)　委員からの意見
（大谷部会長）

・相談支援専門員に求められる姿を考えるに当たっては、計画が本当に利用者のためのものになっているかという観点が必要不可欠。

・計画の内容や質までを担保する仕組みがないため、相談支援専門員に求められる姿を抑えておくことは重要。市の状況について、森委員からご意見を伺いたい。

（森委員）

・平成27年３月までの計画相談実績を見ると、堺市の達成率は芳しくない。計画の質が重要であることはもちろん承知しているが、市としては計画相談の達成率を向上させることが近々の課題。まずは量を増やす、その上で質も向上させていくべきと考えている。

(3)　議題２について説明

(4)　委員からの意見
（羽室委員）

・実施状況調査における政令市の回答内容には、各区の状況も含まれているのか。大阪市では市にも各区にも協議会が存在するが、相談支援専門員は各区の協議会に参加している。
（事務局）

・基幹センターの取組み等、市全体としての内容をご回答いただいている。

（森委員）

・堺市の回答でも、区における取組み内容までは含めていない。

（大谷部会長）

・次回の調査では、当部会で作成した相談支援ハンドブックを活用しているかどうかを問う調査項目を追加してもらいたい。

(5)　議題３について説明
(6)委員からの意見

（辻委員）

・先行事例、好事例を収集するというのは、大阪府内での話か。それとも全国的にということか。

（事務局）

・まずは府内の先行事例と思うが、情報収集をしながら考えていきたい。今年度、府で実施する市町村自立支援協議会情報交換会は相談支援がテーマ。講師は姫路市の方をお呼びする予定で、先日は姫路市の取組みをヒアリングしたところ。今後も、全国的な先進事例についてはアンテナを張っていきたい。

（辻委員）

・全国的に見ると、大阪府全体として計画相談の実績が芳しくない。色々なところから情報収集していくことが必要。

（大谷部会長）

　・報告書の作成に向けて、各委員に御担当いただく項目を確認したい。

　　１．相談支援専門員に求められる姿・・・・・・・・・大谷部会長、姜委員

　　２．相談支援専門員の研修体系・・・・・・・・・・・羽室委員、辻委員

　　３．地域における相談支援専門員を支える仕組み・・・森委員、米本委員

　　⇒各委員了承

（姜委員）

・新規事業所に対しては、市町村が認定調査に同行してもらい、相談支援専門員もアセスメントを実施とあるが、具体的にどういったことか。

（米本委員）

・初めて一人でアセスメントに行った相談支援専門員から、「どういう聞き方をすればよいかわからなかった」、「どう声をかけてよいかわからなかった」等という声が聞かれた。
・そのような場合に、ご本人の了解を得て市職員と相談支援専門員が共に利用者宅を訪問し、認定調査と初回アセスメントを同時に行っている。市職員が経験の浅い相談支援専門員に対し、聞き漏れているところの指摘、聞きにくいところへの対応方法を助言したりしている。
（姜委員）

　・それは主に利用者と対面での話か。

（米本委員）

　・利用者のご自宅を訪問しての話である。

（大谷部会長）

　・利用者にはどのように事業所を選択してもらっているのか。

（米本委員）

・利用者には第１希望から第３希望まで選んでいただくとともに、市職員が状況把握した内容を参考に事業所とのマッチングを行っている。事業所はベテランのところから新規で事業を始めたところまで様々なので、例えば、利用するサービスが多数に渡る利用者は経験豊富な事業所へ、単一サービスのみの利用者は新規の事業所へ、というように市で調整している。

（大谷部会長）

　・そういった対応は、市でマニュアル等を作成しているのか。

（米本委員）

　・特にマニュアルは作成していない。どういう相談支援専門員がよいか、市で話し合って決めている。

（大谷部会長）

　・堺市の状況について、森委員に伺いたい。

（森委員）

　・岸和田市のような取組みは行っていないが、市から事業所に対して、翌月以降計画作成できるか否かを聞いている。事業所数はそれなりにあるが、すでに予約でいっぱいであったりすると、新規の事業所に行きがちな部分はある。
（大谷部会長）

　・どこの事業所に振るかということは、多くは相談を受けた市町村職員の個人の裁量によるところ。市町村の中で、仕分ける仕組みが確立していない。
　・どれくらいの計画を作成しないといけないのか、そのためにはどれだけ事業所が必要なのか、といった一定の見込みを立てていかないといけない。
・羽室委員に大阪市の状況を伺いたい。

（羽室委員）

　・大阪市では、各区によって違う。東住吉区では、計画作成の希望事業所を１５日以内に挙げてもらう。挙がらない場合は、ケースが自立支援協議会相談部会に上がり、毎週行っている選定会議で振り分ける。

　　
　（大谷部会長）

・事業所との連携や、前捌きをシステム化することが必要。基幹センター、委託相談支援事業所、特定相談支援事業所の関係性の整理が必要。

・安易なものは認められないが、本来的にはセルフケアマネジメントの概念から、当事者が計画を立てること、セルフプランは決して悪いものではない。
　・報告書にセルフプランの事例を盛り込んではどうか。

　・和泉市では今年度より基幹センターがピアカウンセリング養成講座を実施する予定。計画の作成補助などの役割を担える人材の養成を行う。

　
　（辻委員）

　・達成率を上げるためにセルフプランで対応している事例について、本来必要な方には計画作成が行われるよう改善していくべき。
　・報告書に、安易なセルフプランを本来のケアマネジメントに戻すような内容は入れられないか。
　・相談支援専門員が自立支援協議会に参加している例は少ない。本来的には、参加して現場の声を吸い上げ、施策に反映させていくべきもの。

　・相談支援専門員が集まる場がない、あっても一部の参加だけで全体の声を吸い上げる場となっていない。協議会でなくとも、相談支援専門員同士が集まって話し合いをするような場はあるのか、ネットワークを持っているか、ということを聞きたい。
　（事務局）

　・相談支援事業所間のネットワーク形成についての取組みは、元々事務局としても報告書に落とし込みたいと考えていたところ。
　（羽室委員）

　・相談支援従事者初任者研修でグループワークを担うファシリテーターの数は、大阪は全国的に見て非常に多い。この存在は府として強みであると思うので、報告書の研修体系のところに位置づけていただきたい。さらに、ファシリテーターは、地域に戻った後は核になって引っ張っていく人であるという位置づけを含めてほしい。
　（森委員）

　・堺市では２～４年目の相談支援専門員を対象に研修を実施したが、障がい者支援の経験の差が大きく、どこに焦点をおくかが課題と認識した。層の違いをどう取り扱うか含めて検討することが必要。

　（事務局）

　・専門コース別研修においても、分野別の研修では１～２年目の受講者が多い。

　・スーパービジョンやファシリテーター養成コースやアドバイザー派遣を活用しながら、地域でのリーダーの養成を図る流れとしていきたい。

　（姜委員）　

　・相談支援専門員が他機関とチームワークを組んで支援に当たることが必要。
　・例えば児童の場合、通所支援を利用するのみを目的とするような計画もあるが、相談支援専門員は、子どもたちがどう育っていくのか考え全体的に見ていく視点が必要。
　・実際のチームアプローチを行った事例として、発達支援の通所を利用しながら訪問リハも受けている児童について、全体のサービス調整のためにＰＴ、ＯＴ等関係者を集めて会議を行った。
　・他にも、就労系サービスのみを利用している方については、相談支援専門員は計画作成して終わりになりがち。しかし、就労担当者は相談支援専門員とは違った視点を持っているので、協力してチームプレイを発揮することも必要。こういった内容も報告書に入れてはどうか。
　（事務局）
・就ポツの就労支援ワーカーと相談支援専門員の視点を合わせて、利用者の支援のあり方を話し合うようなことは、サービス担当者会議でできることか。

（姜委員）

・サービス担当者会議では、完全に収まりきらない。相談支援専門員と事業所との話になってしまう。
　
　（事務局）

　・計画作成の前に、担当者を集めた会議を開催する必要があるケースについて、岸和田市ではどういった対応をしているか、米本委員に伺いたい。

　

（米本委員）

　・どの機関で相談を受けたかによる。相談を受けた機関が招集することになると思う。

　（大谷部会長）

　・本日各委員からいただいた意見を事務局で検討されたい。
相談支援専門員と他機関との連携というキーワード（就労・障がい児・医療）

安易なセルフプランを慎むべき、というようなメッセージ
　　　ファシリテーターのあり方、活用の仕方
２．今後のスケジュールについて
　・本日の会議を踏まえ、資料３－１を修正して各委員へ送付。

　【第２回部会】

日時：平成27年９月29日（火）午前９時半から午前11時半まで　
　【第３回部会】

　　日時：平成27年11月９日（月）午前10時から正午まで　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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